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物価_2

（単位：千円）

電話番号 既配分額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

メールアドレス 既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

既配分額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

既配分額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

既配分額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

既配分額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

今回配分予定額
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

今回配分予定額
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

今回配分予定額
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

配分予定額計
国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

配分予定額計
国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

配分予定額計
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

配分予定額計
国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費

交付限度額⑤

配分予定額計
国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

配分予定額計

移替先

Ａ

Ｂ１ Ｂ４

交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国のR5予備費
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）　給付費

国のR5予備費
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）　事務費

国のR5予備費
（交付限度額⑥）
（給付支援サービス

分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

合計  458,365  458,158  27,364  301,000 3,224 123,950 2,620 - 207 

住民税均等割非課税世帯へ
の支援

（低所得枠）
1 R5_補正 低所得 ○ ○ ○

住民税非課税世帯等臨時特
別給付金追加給付事業【物価

高騰対策給付金】

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ － 304,224 304,224 - 301,000 3,224 - - - - 

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③給付金額　　R５年度分の住民税非課税世帯　4300
世帯×70千円
事務費　　3224千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送
料等）　業務委託料　人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（4300世帯）

－ ○ － R5.12 R6.3 対象世帯に対して令和5年12
月までに支給を開始する

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連しな
い

R5補正（地）

住民税均等割のみ課税世帯
への支援

（一体給付）
2 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○

住民税均等割のみ課税世帯
臨時特別給付金【物価高騰対

策給付金】

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ － 86,900 86,900 - - - 86,000 900 - - 

①物価高騰が続く中で住民税均等割のみ課税世帯等
への支援を行う。
②住民税均等割のみ課税世帯等への給付金及び事務
費
③給付金額　　R５年度分の住民税均等割のみ課税世
帯等　860世帯×100千円
事務費　　900千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送
料等）　業務委託料　として支出]
④R５年度分の住民税均等割のみ課税世帯　（860世

－ ○ － R6.2 R6.3 対象世帯に対して令和6年2月
までに支給を開始する

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連しな
い

R5補正（地）

こども加算
（一体給付）

3 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○ 低所得者子育て世帯加算給
付金【物価高騰対策給付金】

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ － 38,407 38,407 - - - 37,950 457 - - 

①物価高が続く中で子育てをしている低所得世帯への
支援を行う。
②子育てをしている低所得世帯への給付金及び事務
費
③給付金額
R5年度分の住民税非課税世帯の子供の人数　488人
数×50千円=24,400千円
R5年度分の住民税均等割のみ課税世帯の子供の人
数　271人×50千円=13,550千円
事務費　　457千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送
料等）　人件費　として支出]
④R5年度分の住民税非課税世帯の子供の人数　（488
人数）、Ｒ5年度分の住民税均等割のみ課税世帯の子
供の人数（271人）

－ ○ － R6.3 R6.3 対象世帯に対して令和6年3月
までに支給を開始する

ホームページ、広報誌等
対象分野に関連しな
い

R5補正（地）

新たに住民税非課税等とな
る世帯への支援

（一体給付）
4 - - - - - - 

調整給付
（一体給付）

5 R5_予備 一体支援 ○ ○ ○ 調整給付金給付事業【物価高
騰対策給付金】

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○ － 1,263 1,263 - - - 1,263 - 

①物価高騰が続く中で、低所得者への支援の一つとして定額減税可能
額が減税前税額を上回る（減税しきれない）と見込まれる住民税の納
税義務者に対し、調整給付金の給付を実施するが、その前段として定
額減税の実施にあたり必要なシステム改修を行い、その後の調整給付
金給付事業へとつなげる
②定額減税に必要なシステム改修費
③システム改修委託料　1,262,800円
④定額減税に必要な納税義務者　　約5,000人

－ ○ － R6.2 R6.3

速やかに定額減税及びその
後の調整給付が実施できるよ
うR5年度末までにシステム改
修を行う

市報、市HP等
対象分野に関連しな
い

R5予備費（地）

給付支援サービス
（一体給付）

6 - - - - - - - 

住民税均等割非課税世帯等
への支援に係る本体分の事

業費
7 - - - - - - 

一体給付に係る本体分の事
業費

（上乗せ１・予備費）
8 - - - - - - - 

対

象

範

囲

外

住民税均等割非課税世帯等
への支援分の事業費
（上乗せ２・推奨分）

9 - - - - - 

10 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 保育所等光熱費支援補助金
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

414 207 207 207 

①電気・ガス料金・ガソリン代等の物価高騰の影響を受けている保育
所等に対し、光熱費等の上昇分を支援することで、運営に係る経費負
担を軽減する
②市内私立保育所、地方裁量型認定こども園へ光熱費等上昇分の一
部を支援(電気代=高圧受電施設、ガス代=都市ガス利用施設、燃料費
=送迎実施施設が対象）R5.10月～R6.4月まで
③補助金　1.8千円×230人=414千円（福岡県：1/2補助）
④市内私立保育所　1園、地方裁量型認定こども園　1園

－ － － R5.10 R6.3

補助施設数（市内保育所1園・
地方裁量型認定こども園1
園）、
給付率(95%以上)

市報、市HP等
保育所・幼稚園・認
定こども園等

R5補正（地）

11 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
介護サービス事業所等電力・
ガス・食料品等価格高騰対策

支援金

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

5,593 5,593 5,593 

①、電力・ガス・食料品等の物価高騰の影響を受けている市所管の介
護サービス事業所等に対し、光熱費等の上昇分を支援することで、運
営に係る経費負担を軽減する
②市所管の介護サービス事業所等に対し光熱費等の一部を助成
（R5.10月～R6.3月）
③補助金　補助単価
　　　　　　　 入所施設等　　(高圧）25.9千円/人 (低圧）17.5千円/人
　　　　　　 　通所系施設等 (高圧）12.2千円/人 (低圧）8千円/人
　　　　　　　 訪問系施設等　(高圧）54.4千円/事業所
　　　　　　　　　　　　　　　　　 (低圧）27.8千円/事業所
　振込手数料　4千円
・ 認知症対応型共同生活介護事業所(8箇所) 2,896.2千円、
・小規模多機能型居宅介護事業所（4箇所）1,589.1千円、
・地域密着型通所介護事業所（2箇所）280千円、
・居宅介護支援事業所（7箇所）429.6千円、
・介護予防支援事業所（3箇所）161.1千円、
・定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所（1箇所）53.7千円、
・お風呂困窮者支援事業所（1箇所）179.2千円
④市内の市所管の介護サービス事業所等　26事業所

－ － － R5.10 R6.3 補助対象施設数（26箇所）、
給付率（95以上%)

市報、市HP等
介護サービス事業
所・施設等

R5補正（地）

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　事務費　交付限度額⑤

総務課財政係

　

差

押

禁

止

法

の

対

象

範

囲

Ｎｏ

交付対象経費
(地方単独事業費)

国

の

予

算

年

度

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

国のR5予備費分（給付支援サービス分）　交付限度額⑥

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）　給付費　交付限度額④

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

個人を対象と
した給付金等

地

方

単

独

事

業

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　事務費　交付限度額③

Ｃ

枠

123,950                                                                                                 

2,620                                                                                                     

27,364                                                                                      

担当者氏名

3,224                                                                                                     

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
給付費　交付限度額②　（令和5年11月通知分）

エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
事務費　交付限度額⑤　（令和5年12月通知分）

国のR5予備費分（給付支援サービス分）
交付限度額⑥　（令和●年●月通知分）

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
事務費　交付限度額③　（令和5年11月通知分）

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
事務費　交付限度額③　（令和6年1月通知分）

小計　交付限度額③

経済対策との関係

Ｂ２

内藤

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）　給付費　交付限度額②

総務省

成果目標（可能な限り定量
的指標を設定）

2,620                                                                                                     

27,364                                                                                                   

-                                                                                                           

交付対象事業の名称 ⑨を選択した場合、より効果がある
と考える理由

247,450                                                                                                 

担当部局課名

-                                                                                              

令和５年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

94,355                                                                                                                              都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁） 49,490                                                                                                                              

197,960                                                                                                                            

40212

197,960                                                                                                 

3,224                                                                                                     

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和5年11月通知分）

福岡県

大川市

                                                                                                           -

7,070                                                                                                                                

国のR5補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①

-                                                                                                           

-                                                                                                           

0944-85-5563

国のR5補正予算分（低所得世帯支援枠分）
給付費　交付限度額②　（令和6年1月通知分）

okwzaisei_k@city.okawa.lg.jp

推奨事業メ
ニュー

特定事業者等
支援

592,648                                                                                                                            

小計　交付限度額② 247,450                                                                                                                            

備考3

-                                                                                                           

国のR5予備費分（給付金・定額減税一体支援枠分）
給付費　交付限度額④　（令和5年12月通知分）

226,310                                                                                                                            

66,991                                                                                                                              

実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえ
た各省庁の通知の
発出状況に定義さ
れている対象分野)

301,000                                                                                    

3,224                                                                                        

123,950                                                                                    

2,620                                                                                        

自治体での予算
区分

交付限度額計

-                                                                                                           

本省繰越希望額
（R5予備費により措置された給付金・定額減税一体支援枠分（給付費）

交付限度額④に係る希望額）

本省繰越希望額
（R5予備費により措置された給付金・定額減税一体支援枠分（事務費）

交付限度額⑤に係る希望額）

本省繰越希望額
（R5予備費により措置された給付支援サービス分　交付限度額⑥に係る希望額）

-                                                                                                                                      

※

事

務

連

絡

参

照

本省繰越希望額　（R5補正予算により措置された推奨事業メニュー分交付限度額①に係る希望額）
小計：自動計算分＋手動入力分　（交付限度額①を上限とする）

事業
終期

-                                                                                                                                      

本省繰越希望額
（R5補正予算により措置された低所得世帯支援枠分（事務費）交付限度額③に係る希望額）

5,614                                                                                                                                

備考2

13,075                                                                                                                              

基金
事業
始期

66,991                                                                                                                              

総事業費

1,768                                                                                                                                

15,695                                                                                                                              

8,838                                                                                                                                

Ｂ

404,608                                                                                                 

事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

123,950                                                                                                 

Ｂ３

102,360                                                                                                                            

本省繰越希望額
（R5補正予算により措置された低所得世帯支援枠分（給付費）交付限度額②に係る希望額）

-                                                                                                                                      

-                                                                                                                                      

27,364                                                                                                   

49,490                                                                                                   

-                                                                                                           

手動入力分

自動計算分
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Ａ

Ｂ１ Ｂ４

交付対象経費

国のR5補正予算分
（交付限度額①）
（推奨事業メニュー

分）

国のR5補正予算分
（交付限度額②）

（低所得世帯支援枠分）
給付費

国のR5補正予算分
（交付限度額③）

（低所得世帯支援枠分）
事務費

国のR5予備費
（交付限度額④）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）　給付費

国のR5予備費
（交付限度額⑤）

（給付金・定額減税一
体支援枠分）　事務費

国のR5予備費
（交付限度額⑥）
（給付支援サービス

分）

その他
（一般財源や補助対象

外経費等）

Ｎｏ

国

の

予

算

年

度

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

個人を対象と
した給付金等

地

方

単

独

事

業

Ｃ

枠

エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰の
影響を受けた
生活者等に対
して事業の効
果が直接及ぶ

経済対策との関係

Ｂ２
成果目標（可能な限り定量

的指標を設定）
交付対象事業の名称 ⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由

推奨事業メ
ニュー

特定事業者等
支援

備考3実施状況の公表等について（HP,広報紙など）

備考1
(重点支援地方交付
金の追加を踏まえ
た各省庁の通知の
発出状況に定義さ
れている対象分野)

自治体での予算
区分

事業
終期

備考2基金
事業
始期総事業費

Ｂ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ３

12 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
介護サービス事業所等電力・
ガス・食料品等価格高騰対策

支援金(指定管理施設分）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

2,590 2,590 2,590 

①電力・ガス・食料品等の物価高騰の影響を受けている市指定管理施
設の養護老人ホームに対し、市所管の介護サービス事業所等と同様
に、光熱費等の上昇分を支援することで、運営に係る経費負担を軽減
する
②市指定管理施設である養護老人ホームに対し光熱費等の一部を助
成（R5.4月～R6.3月）
③補助金　補助単価
　　　　　　　 入所施設等　　(高圧）25.9千円/人
・養護老人ホーム明光園
　（前期分）50名*25.9千円=1,295千円
　（後期分）50名*25.9千円=1,295千円
④市指定管理施設　養護老人ホーム明光園

－ － － R5.4 R6.3 補助対象施設数（1箇所）、
給付率（95以上%)

市報、市HP等
介護サービス事業
所・施設等

R5補正（地）

13 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 漁業経営継続支援金
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

2,980 2,980 2,980 

①エネルギー（燃油）等の物価高騰の影響を受けた漁業者の負担を軽
減するため、価格高騰分に対し助成を行い、事業の継続支援を行う
②漁業者への支援
③動力付きの船１隻（ｶﾞｿﾘﾝ・軽油等）に対し、一律20千円の支援をする
漁業経営継続支援補助金　149隻*20千円/隻=2,980千円
④市内漁業協同組合

－ － － R5.4 R6.3 補助件数（動力付き船(149
隻）)、給付率（100%）

市報、市HP等 農林水産・食品分野 R5補正（地）

14 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 交通事業者等支援金
Ⅰ．物価高から国

民生活を守る
○

⑧地域公共交
通・物流や地域
観光業等に対

する支援

9,960 9,960 9,960 

①エネルギー価格をはじめとする物価高騰の影響を受けている交通事
業者等に対し、事業継続のための支援を行う
②交通事業者・貨物自動車運送事業者等への支援
③タクシー事業者(2社）：車両台数*20千円
23台*20千円=460千円
観光バス業者（1社：）車両台数*20千円
16台*20千円=320千円
自動車運転代行事業者（10社）：車両台数*20千円
27台*20千円=540千円
貨物自動車運送事業者（28社）：車両台数*20千円
432台*20千円=8,640千円
④市内交通事業者・貨物自動車運送事業者等

－ － － R5.4 R6.3

補助件数（タクシー事業者：2
社（23台）、観光バス事業者：1
社（16台）、自動車運転代行
事業者：10社（27台)、貨物自
動車運送事業者：28社（432
台））

市報、市HP等
運輸交通・物流・観
光事業者

R5補正（地）

15 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 学校給食費物価高騰分助成
事業(R5補正分）

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に
伴う子育て世

帯支援

5,000 5,000 5,000 

①給食物資の物価高騰により、不足が生じる学校給食材料費を公費
負担し、保護者の負担軽減を図る
現在、小学生400円/月、中学生500円/月を公費負担しているが、物価
高騰が長引いている影響により更なる不足が生じるため、追加で公費
負担する
②学校給食の賄材料費
③賄材料費
小学生　200円/月*11月*1,400人=3,080千円
中学生　250円/月*11月*698人=1，920千円
④保護者、学校給食センター

－ － － R5.4 R6.3
物価高騰分の賄材料費の金
額（小学生3,080千円、中学生
1,920円）

市報、市HP等 給食 R5補正（地）

16 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○ 大川市斎場指定管理者電力
等価格高騰対策支援金

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

709 709 709 

①エネルギー価格をはじめとする物価高騰の影響を受けている斎場指
定管理施設に対し、燃料費等の価格高騰分を支援することで事業の継
続を支援する
②斎場指定管理施設への支援
③電力等価格高騰対策支援金　709千円
　ア　R4.4月～R4.12月　1,807,600円
　イ　R5.4月～R5.12月　2,339,616円
　（イ-ア）×4/3=709千円
④大川市斎場指定管理者

－ － － R5.4 R6.3 燃料費価格高騰分の支援額
（709千円）

市報、市HP等
対象分野に関連しな
い

R5補正（地）

17 R5_補正 推奨事業 ○ ○ ○
大川市社会体育施設等指定
管理者電力等価格高騰対策

支援金

Ⅰ．物価高から国
民生活を守る

○

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

325 325 325 

①エネルギー価格をはじめとする物価高騰の影響を受けている社会体
育施設指定管理施設に対し、電力等の価格高騰分を支援することで事
業の継続を支援する
②社会体育施設への支援
③電力等価格高騰対策支援金　325千円
　ア　R4.4月～R4.12月　1,643,398円
　イ　R5.4月～R5.12月　1,887,642円
　（イ-ア）×4/3=325千円
④大川市社会体育施設指定管理者

－ － － R5.4 R6.3 電力価格高騰分の支援額
（325千円）

市報、市HP等
対象分野に関連しな
い

R5補正（地）


